
平成 27年 第 2回  議 会運営委員会
【日時】平成27年2月 18日(水)午前9時～

【場所】第1委員会室
1 開 会

2 委 員長挨拶

3 協 議事項

(1)長 期欠席議員の議員報酬の減額について

(2)第 1固 定例会提出議案の概要について

理事者側提出議案 思1件

ア 報 告条件 お 件

イ 人 事条件 9件

ウ 条 例案件 13件
エ ー 般条件 30件

オ 予 算条件 26件

(3)議案の取 り扱いについて

ア 議 案の取扱い

イ 報 告条件、人事案件に対する質疑通告の提出期限 (2/23(月 )17時 )

資料 No,1

資料 No,2

資料 No,3

資料 No.4(4)第 1回 定例会の 日程について

ア 定 例会の日程

イ 各 通告の提出期限 監 査報告に対する質疑通告 (2/24(火 )正 午)
一般質問通告 (2/26(木 )17時 /)

(5)一般質問の時間配分について

会派名 所定時IFF8 質閉1者数 質問者名及び質問時闘

会派のぞみ 360分 人

分 分 分

分 分 分

分 分 分

市民パワー 1 2 0分 人

分 分 分

日本共産党 1 2 0分 人

分 分 分

会派み らい 120分 人

分 分 分

公明党 80分 人

分 分 分

無会派 40う) 人

分

※開始時間 3月 5日 (木):午 前 10時 、 3月 6日 (金):午 前 9時 【裏面へ】



(6)平成 27年 第 2回 定例会の日程(案)について

(7)平成 27年 度議会 日程 (案)に ついて

(8)パネル使用について

(9)飯田市議会委員会条例の一
部改正について

(10)その他

当面の 日程 い ずれ も午前 9時 か ら 第 1委 員会室

ア  3月 5日 (木) 中 日議運

イ 3月 20日 (金)閉 会 日議運

4 閉 会

資料 No.5

資料 No.6

資料 No.7

資料 No.8
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議員報酬等の減額 に関す る条例の概要

制定の背景

議員は非常勤特別職であることから、勤務時間や休 日の定義はない。従つて、欠勤と

いう考え方は存在 しないことから、一般の会社員、国や自治体の職員が長期に欠勤した

場合などのように減給の対象とはならない。 し かしながら、支給される報酬の財源は市

民から預かる税金であり、近年では市民感情も考慮 して、公務による傷病などを除く長

期の欠席の場合、報酬の不支給や減額の規定を設ける議会も少なくない。

飯田市議会においても、これまで教件の例があり報道が取り上げられると市民から問

い合わせが寄せられている。

このような状態に鑑みて、議員の職責を全 うし議会への住民の信頼の確保を図る観点

か ら、報酬 に関 iンて特例 ケ男||に設 ける や、の であ るハ

なお、平成 26年 5月議長から議会運営委員会へ諮問があり、先進地視察 (伊東市議会、

小日原市議会)等 を実施 し、議会運営委員会で協議 した結果、以下のとお り集約 し、27

年 3月飯田市議会第 1回定例会へ関連する条例案を上程することとした。

2 制 定のポイン ト

(1)原則として、傷病その他の理由により継続 して 「市議会の会議等」に出席できない状

態 (長期欠席期間)に あるとき、この条例を適用する。

(2)地方自治法上、議員の権能は示されているものの、何をもつて報酬の対価とするかは

想定されていないことから、他の事例を参考に 「市議会の会議等」を定義 した。

(3)市議会の会議等に出席できない状態 (長期欠席期間)等 になつた場合、医師が記載し

た証明書等を添付 した届け出を提出することとした。また、欠席期間は議長が決定し、

議会距営委 昌会 に報告す る こ ンン tンたヘ

(4)減額の害J合については、他の先進事例を参考にその期間により3段 階 とした。

(5)期末手当についても、欠席の状態であるときは減額の対象 とした。

(6)刑事事件の被疑者又は被告人 となった場合の支給停止等に関 しては規定 しないこと

かし、男|1除議会改革推進会議等で検討するこたたした谷

条例の名称

飯田市議会議員の議員報酬の特例に関する条例

条例の要旨

(1)市議会の会議等

本会議、各委員会、会議規則で規定する協議調整の場、議員の派遣 (自治第 100条第

13項)、及び委員の派遣 (会議規則第 99条)と 規定する。

９
】
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(2)会議等に出席できない状態となつた場合 (長期欠席期間)の 届け出と期間の決定

ア 会 議の応召にかかわらず、継続 して会議等に出席できない状態となつたとき、又

は生じる見込みとなったとき及び出席できる状態となつたとき、又は終了見込みとな

つたとき、届け出ることとする。

イ 欠 席届に医師が記載 した証明書等を添付 し、議長へ提出する。

ウ 長 期欠席期間の決定は、議長が決定し、議会運営委員会に報告する。

(3)議員報酬及び期末手当の減額

ア 他 の先進事例を参考に次の3段 階で減額する。

9 0日 を超え 180日以下であるとき 100分の 20を減額する

180日を超え 1年 以下であるとき 100分の 30を減額する

1年 を超えるとき 100分 の 50を 減額する

上記の期間を越えて減額の対象 となつた場合、超えることとなつた 日の属する月の

翌月に減額する。

期末手当においても、手当の基準 日前 6箇 月以内に減額支給 された期間がある場合

は、その割合を乗 じて支給する。

(4)減額の適用除外

ア 公 務災害補償等に関する条例に基づき認定された公務上の災害及びその他市議会

の会議等への出席又は参加に準じるものと議長が認める理由

イ 議 長が認める市議会の会議等への出席又は参加に準じるものとしては、議会報告

会、各種同盟会、任意の協議会及び議会主催等の研修会への参加又は参加のための移

動中の事故による疾病等を想定する。

(5)議員報酬及び期末手当の停止及び不支給

「刑事事件の被疑者又は被告人として身体を拘束された場合は支給停止 し、有罪が確

定の場合は不支給とする。なお、無罪が確定した場合は、翌月に支給する。」について

検討 したが、集約できず、この条例には規定しないこととした。ただし、別途議会改

革推進会議等で検討することとした。

5 条 例制定の状況

欠席又は出席停止議員に対する議員報酬又は期末手当の減額の規定状況 (条例で規定

している市 (平成 25年 12月 31日現在))

全国 :50市 (全国812市(東京23特別区を含む)) 県 内 :1市

つ
と
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飯田市議会議員の議員報酬の特例に関する条例(案)

(目的)

第 1条  こ の条例は、議員の職責及び議会への住民の信頼の確保に鑑み、飯田市の議会の議員 (以

下 「議員」という。)が 、飯田市議会の会議等を長期間欠席 した場合における当該議員の議員報

酬及び期末手当の支給について、飯田市議会の議員の議員報酬等に関する条例 (昭和37年飯田

市条例第9号 )の 特例を定めることを目的とする。

(用語の意義)

第2条  こ の条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。

(1)市議会の会議等 次 に掲げる会議又は活動をいう。

ア 飯 田市議会定例会又は臨時会の会議

イ 飯 田市議会委員会条例 (昭和44年飯田市条例第30号)の 規定により設置された委員会

ウ 飯 田市議会会議規則 (昭和54年飯田市議会規則第 1号)第 159条に規定する協議又は調

整を行 うための場

工 地 方自治法(昭和22年法律第67号)第100条第13項に規定する議員の派遣

オ 飯 田市議会会議規則第99条に規定する委員の派遣

(2)長期欠席期間 議 員が、市議会の会議等に、本人の意思によるか否かにかかわらず、出席

せず、又は参加 しない期間で、当該期間が90日を超えるものをいう。

(議員報酬等の減額)

第 3条  議 員に長期欠席期間が生じたときは、当該議員の議員報酬及び期末手当を減額する。

(長期欠席期間に係る届出)

第4条  議 員が傷病その他の理由により、長期欠席期間を生じ、又は生じる見込みとなつたとき

は、議長に対し、医師が記載した証明書等を付す等 してその旨を届け出るものとする。この場

合において、議員自らが届け出ることができないときは、当該議員の代理人として当該議員の

規族が届け出ることができる。

2 長 期欠席期間を生 じた議員が、長期欠席期間を終え、又は終える見込みとなつたときは、議

長に対しその旨を届け出るものとする。

(長期欠席期間の決定)

第 5条  長 期欠席期間の始期及び終期は、議長が決定し、議会運営委員会に報告する。

2 長 期欠席期間の決定は、議員報酬の支給額を決定する際に行 うものとし、当該決定の後、長

期欠席期間がなお継続する場合においては、議長は終期を延長する決定をする。

3 市 議会の会議等に出席せず、又は参加 しないことが、次に掲げる理由による場合は、当該出

席せず、又は参加 しなかった期間を長期欠席期間としない。

(1)議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例 (昭和42年飯田市条例第28

号)に 基づき認定された公務又は通勤による災害

(2)その他市議会の会議等への出席又は参加に準ずるものと議長が認める理由

3
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(議員報酬の減額の方法)

第6条  前 条の規定により長期欠席期間の決定がされた場合は、その議員が支給を受けるべき議

員報酬の月額をその現に超えている月の日教で除して得た額に次の各号に掲げる区分ごとのそ

の超えている月にお|する長期欠席期間の日教 (長期欠席期間の開始日から起算して90日以内の

期間の日数を除く。)を 乗じて得た額に、それぞれ当該各号に定める減額割合を乗じて得た額

の合計額をその超えている月の翌月に支給する当該議員の議員報酬から減額する。

(1)長期欠席期間の開始日から起算して180日を超えない期間 100分の20

(2)長期欠席期間の開始日から起算 して180日を超え、 1年 を超えない期間 100分の30

(3)長期欠席期間の開始日から起算して 1年 を超える期間 100分の50

2 前 項の規定にかかわらず、同項の規定により議員報酬から減額する額がその減額しようとす

る月における減額前の議員報酬の額を超えるときは、議員報酬から減額する額は、当該減額前

の議員報酬の額とする。

3 任 期満了、辞職、失職、除名若しくは議会の解散 (以下 「任期満了等」という。)又 は死亡

により議員報酬を減額 しようとする月に議員報酬が支給されないときは、第 1項の規定は、適

用しない。

(期末手当の減額の方法)

第 7条  6月 1日若 しくは12月1日 (以下この条においてこれらの日を 「基準日」という。)に

それぞれ在職する者又は基準日前 1月以内に任期満了等若 しくは死亡によりその職を離れた者

であって、基準日前6月 の問 (以下この条において 「期末手当減額対象期間」という。)に お

いて長期欠席期間があったものに支給される期末手当の額は、これらの者が受けるべき期末手

当の額を期末手当減額対象期間の日数で除 した額に次の各号に掲げる区分ごとのその期末手当

減額対象期間における長期欠席期間の日数 (長期欠席期間の開始日から起算して90日以内の期

間の日数を除く。)を 乗じて得た額に、それぞれ当該各号に定める減額割合を乗じて得た額の

合計額をその者が受けるべき期末手当の額から減額 して得た額とする。

(1)長期欠席期間の開始日から起算して180日を超えない期間 100分の20

(2)長期欠席期間の開始日から起算して180日を超え、 1年 を超えない期間 100分の30

(3)長期欠席期間の開始日から起算して 1年 を超える期間 100分の50

(端数計算)

第 8条  前 2条 の規定により計算 した減額すべき額に 1円未満の端数が生じたときは、当該端数

を切 り上げるものとする。

(任期満了等に伴 う措置)

第 9条  議 員が任期満了等の日の後に議員となったときの当該任期満了等の日後の任期における

第6条 及び第 7条 の規定の適用については、当該任期満了等の日以前の任期におけるその者の

長期欠席期間は、なかつたものとみなす。

(委任)

第10条 こ の条例に定めるもののほか、この条例の施行に関 し必要な事項は、議長が定める。

2
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附 則

この条例は、平成27年4月 1日 か ら施行 し、同 日以後の市議会の会議等 に議員が出席せず、又

は参加 しない期間について適用す る。

３
　
　
氏
Ｊ



議員の報酬等の特例に関する条例のイメージ

95日欠席した場合 13,567円減額
407,000円/30日 ×(95-90)日 ×20/100‐13,567円

375日欠席した場合 総額 1,064,984円減
407,000円/30日 ×(180-90)日 X20/100+

407,000円/30日 ×(365-180)日 ×30/100+

4 0 7 , 0 0 0円/ 3 0日×(3 7 5 3 6 5 )日×50 / 1 0 0 = 1 , 0 6 4 , 9 8 4円

①

2月2 5日  5月 2 6日( 9 1日目) 8月 2 4日( 1 8 1日日) 2月2 5日( 3 6 6日目)□ □ □
欠
席

期

間

6月2日復帰 (97日欠席した場合)5,643円減額

(407,000円 ×1,45×1.45)/182日×(96-90)日
X20/100=5,643円

12月7日復帰(285日欠席した場合)総 額 253,070円減

(407,000円Xl.45 X l,45)/182日×(96-90)日×20/100+

(407,000円×1.45×1.65)/183日×84日×20/100+(407,000円 ×1,45×1.65)/183日×99日×30/100=253,070i13

181日 目

185日欠席した場合 総額264,550円減
407,000円/30日×(18090)日×20/100+407,000F13/30日×(185-180)日×30/100=264,550円

捜傑会
=llQII F轡! 鶴一〇

1経鍵舎
■=④l 総 ン 繰搬 ン 離網

20/100減額 30/100減増買 50/100減額

期末手当基準日
6月1日(97日日)

期末手当基準
12月1日

( 2 8 0日目)

期末手当基準日
6月1日

期末手当基準日
12月1日



平成 27年 議会議案第 2号  提 案説明骨子

平成 27年 3月 20日

議会運営委員会委員長

○議会議案第 2号 につきまして、議案提出者を代表 して、ご説

明申し上げます。

○本案は、議会議案第 2号 「飯田市議会議員の議員報酬の減額

に関する条例の制定について」です。

○制定の趣旨ですが、

議員は非常勤特別職であることから、勤務時間や休 日の定義

はありません。 したがって、欠勤とい う考え方は存在 しないこ

とから、一般の会社員や自治体の職員が長期に欠勤 した場合な

どのように減給の対象とはなりません。

しかしながら、支給される報酬の財源は、市民から預かる税

金であり、近年では市民感情も考慮 して、公務による傷病など

を除く長期の欠席の場合、報酬の不支給や減額の規定を設ける

議会も少なくありません。

このような状況に鑑みて、飯田市議会としても、議員の職責

を全 うし、議会への住民の信頼の確保を図る観″点から、報酬に

関して、減額に関する条例を新たに設けたいとするものです。

○内容につきましては、

第 1条 では、目的を。

第 2条 では、長期欠席期間を議員が、市議会の会議等に、本

人の意思によるか否かにかかわらず、出席せず、又は参加 し

ない期間で、当該期間が90日を超えるものと規定 しています。

７
ｒ



第 3条 では、減額する対象 として、議員報酬及び期末手当を。

第 4条 から第 7条 までは、長期欠席期間に係る届け出の手続

きを、期間の決定は議長が行い、議会運営委員会へ報告する

ことを、他の先進事例を参考に減額の方法等を

を定めたものです。

具体的には、90日を超え、180日以下の場合、100分の20を、

180日を超え、 1年 以下の場合、100分の30を、

1年 を超える場合は、100分の50を減額するものとします。

○附則につきましては、施行期 日等を規定 したものです。

①提案内容をご理解いただき、慎重審議の上、可決いただくよ

うお願いいたします。

○以上、提案説明とさせていただきます。

8



長期欠席議員の議員報酬のあり方について
各会派検討結果  平 成27年1月7日現在

〇

l 制 定の背景 ・目的について

2 議 員報酬及び期末手当の

支給め規定の仕方
9 議 員報gll及び期末手当の

減額の割合

4 刑 事事件の被疑者又は被
告人として身体を拘束された
場合を規定するか

( 1 )「議員として安心 して、
しつか りと療業できる環境を
整備するために」を記載する
かどうか

(2)「議員の報酬は身分に対 し
てのものか、または、自治基
本条例第 25条 市議会議員の

責務 (活動)1こ対 してのもの
か」、 「⑤① との理由から蔵
額するものとする」等記載す
るか

(3)自治基本条例第 6章 全体
の条文に関 して 「職務を全 う
し議会への住民の信頼の確保
を図る観点から」のうち、
「職務を全 うし」をさらに詳
しく記載するか

会派のぞみ

条例に記載 しないが、 目的
に明記。 「長期療養を老、要
とする傷病については、療
養に専念 し、議員として早
期に議員活動に復帰できる
よ う環境を整備す るJ

記載 しな↓ 記載 しな↓ 減額 と規定するu

90日を越え、180日以下であ

るとき20%減 、180日を越
え、 1年 以 ドであるとき
30%減 、 1年 を越 えるとき
50%減 n

規定するJ

市民パ ワー

罰則条例でないことを本位
に、次の通 り条例に明記す
る。
「長期欠席議員心身 ともに安

心 して療養に専念 し、一 日も
早く復帰できる環境を整備す
るJ

「自治基本条例第 25条 市
議会議員の責務を遂行出来
ない場合は報酬を減額 し支
給する」と明記する。

詳 しく記載 しない。
理由=目的が療養に専念 し、
復帰できる環境を整備する

目的であるため。

支給 と規定する。

90日を越 え、180日以下であ

るとき80%、 180日を越え、
1年 以下であるとき70%、
1年 を越えるとき50%。

規定する。

日本共産党

記載 しない。
市民の立場か ら見ると、こ
の 目的はあまり理解 されな
いのでは。

記載 しない。
特に報酬に対する理由付は
老、要ないのでは。

様々な職務があると思 うの

で、あえて具体的には必要
ない と思 う。

どちらで も良いと思 う。
合理的な方で。

規定 しない。
有罪が確定 してか らでも

良いと思 う。

会派み らい

条例には記載 しない。
その理由は、傷痛により議員
活動に不足が生ずることに対
する自発的な行為であつて、
自らを扶助することでは無い
ことに発するため。

・書き込むのなら以下の点に留意
して欲 しい。
,議員報酬は身分と責務遂行に対
する期待との両側面を持っている
と考える。その点を考慮し、前述
のような自発的な行動として自ら
を律するという表現が望ましい。

記載 しなくても良↓ 減額 と規定する。

・90日を越え、180日以下であると
き20%減 、180日を越え、 1年 以下
であるとき30%減 、 1年 を越える
とき50%厳 。
・その理由は、報酬には身分対価
ということも含むため。 (そうで
ないと失祭町のような議論にも発
展する)

・規定出来ない。
・刑法上は判決が出るま

では推定無罪 とい う考え

方があるため、身柄 を拘

束 され ただけで不利 益を

課す べ きではない と考え
る_

公明党

条例に記載 しないが、 目的
に明記。
「長期療養を必要 とする疾

病については、療養に専念
し早期に議員7舌動に復帰出
来るよう環境を整備する」

記載する。
「自治基本条例第 25条 の

市議会議員の責務を呆たす
ことが出来ない状況になつ

た時に減額するJ

詳 しく記載 しなV 減額 と規定する。

90日を越え、180日以下であ
るとき20%減 、180日を越
え、 1年 以下であるとき
30%減 、 1年 を越 えるとき
50%減 。

規定す る。

条 約 条例には記載 しな↓ 理 由は記載 しなV 詳 しく記載 しな↓ 減額 と規定する。

とする。90日を越え、180日以
下であるとき20%減 、180日を
越え、 1年 以下であるとき
30%減 、 1年 を越えるとき

規定 しない。
議会改革推進会議等で別

途検討。



長期欠席議員の議員報酬のあり方について
各会派検討結果  平 成27年1月7日現在

一①

5 減 額対象とする会議等を
どうするか。

6 会 議等に出席できない状態となつた場合の届蜘と期間の決定

7 条 例を制定するとした場
合、特別職親ntl等審議会へ意
見を開く必要があるか、ない
か。(1)届出σD義務づけ

( 2 )議員報酬の受け取 りを制限
するため、第二者の公的な記
録として、医師の診断書の添
付を老、要としているが、どう
か

( 3 )期間の決定は、議会運営委
員会で行 うことの是非

( 4 )この案ではなく、伊束市議
会及び小日原市議会のよう
に、項 目5で 決定 した会議を
欠席 したことをもつて、始期
とするか

会派のぞみ 原案の とお り。

必要ではない。
今 まで とお りの欠席の届け
の方法。

老、要ではなV 是 とする。
公私を問わず、欠席をもつ

て始期 とする。

必要ではない。
議員自らのことなのでc

市民パ ワー 原案どお り。 必要。
長期欠席届出書に付記。 (医
師の指示が分かる。 (治療
方針)内 容に基づ くもの)

是とする。
ただし、この条件に関して
は、個人情報に関する事案
のため非公開とする。

手続きは項 目6と し、欠席
の始期は項 目5で 決定 した

会議を始期 とす る。

必要な し。
減額支給する条例である
ために、審議会へ意見を
聞 く老、要はないと考え
る。

日本共産党 良とする。 老、要。
長期欠席届出書に付記。 (医
師の指示が分かる。 (治療
方針)内 容に基づ くもの)

是とする。

必要。
市民意見 として聞 きた
い

会派み ら↓ 原案で良し

・必要
・前項に、会議出席が出来な く
なった原因が 「公務であっても私
的であって も欠席カ ウン トの対
象」とあるが、これは公務は除外
では ?但 しその場合でも欠席の場
合は届け出は老、要。

・必要
・何故長期欠席なのかを客
観的に証明す ることは、説
明責任 として求められる。

良い。

手続 きは項 目6と し、欠席
の始期は項 目5で 決定 した

会議を始期 とする。

必要ではない。
そもそも自発的な行為な
ので。

公明党 項 目5の 内容で良↓ 必要。 老、要ではなV 是 とする。

老、要ではない。
議員自らのことなので聞
く必要はないが、報告は

イ子う。

集 約
他の事例を参考に 「市議会
の会議等」を定義す る。

必要。
医師が記載 した証明書等を
添付する。

議長が決定 し、議会運営委
員会に期間の報告する。

欠席の始期は項 目5で 決定
した会議 を始期 とする。

議会 自らが決定すべき事
項のため老、要ではない。
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条件の概要

8 1件

報告第 1号

報告第 2号

報告第 3号

(1)専決処分の報告について (損害賠償の額を定めることについて)
【平成26年12月17日に発生した自動車事故に係る賠償額を105,865円と定め、平

成27年2月 2日に専決処分したもの。】

(2)専決処分の報告について (損害賠償の額を定めることについて)
【平成26年9月 5日に発生した自動車事故に係る賠償額を63,137円と定め、平

成26年12月12日に専決処分したもの。】

(3)専決処分の報告について (損害賠償の額を定めることについて)
【平成26年9月 5日に発生した自動車事故に係る賠償額を296,398円と定め、平

成26年12月12日に専決処分したもの。】

(4)専決処分の報告について (損害賠償の額を定めることについて)
【平成26年10月22日に発生した自動車事故に係る賠償額を103,670田と定め、平

成26年12月9日に専決処分したもの。】

専決処分の報告について (損害賠償の額を定めることについて)
【平成26年10月12日に発生した施設管理の瑕症よる人的損害に係る賠償額を

141)160円と定め、平成27年1月16日に専決処分したもの。】

専決処分の報告について (損害賠償の額を定めることについて)
【平成26年9月 2日に発生した市道管理の暇症による物的損害に係る賠償額を

40,928円と定め、平成27年1月15日に専決処分したもの。】

議案第 1号

議案第 2号

議案第 3号

議案第4号

議案第 5号

監査委員の選任について
【委員 1人の任期満了に伴い委員の選任について同意を求めるもの。新たに選

任する者 北 澤 福 一氏】

固定資産評価審査委員会の委員の選任について

【委員 1人の任期満了に伴い委員の選任について同意を求めるもの。選任する
者 篠 田 順氏】

飯田市南部財産区管理委員の選任について

【委員 1人の死亡に伴い委員を選任したいとするもの。】

飯田市中央財産区管理委員の選任について

【委員 1人の任期満了に伴い委員を選任したいとするもの。】

飯田市長野原財産区管理委員の選任について
【委員2人の任期満了に伴い委員を選任したいとするもの。】

飯田市時又財産区管理委員の選任について
【委員6人の辞任に伴い委員を選任したいとするもの。】

議案第6号



議案第7号    飯 田市桐林財産区管理委員の選任について
【委員7人の辞任に伴い委員を選任したいとするもの。】

議案第8号    飯 田市駄科財産区管理委員の選任について
【委員7人の辞任に伴い委員を選任したいとするもの。】

議案第9号    飯 田市山本区財産区管理委員の選任について
【委員5人の任期満了に伴い委員を選任したいとするもの。】

議案第10号   地 方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う
関係条例の整理に関する条例の制定について
【地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴
う関係条例の整理を行うため、職務に専念する義務の特例に関する条例ほか5
条例の一部を改正し、又は廃止しようとするもの。】

議案第11号   飯 田市恩給条例等を廃止する条例の制定について
【恩給等の受給者の死亡により、支給対象者がなくなったため、飯田市恩給条

例ほか11条例を廃止しようとするもの。】

議案第12号   飯 田市手数料条例の一部を改正する条例の制定について
【鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の題名改正に伴い引用する規定の

改正を行うため及び長期優良住宅建築等計画の認定の申請に対する審査等に係
る手数料の変更を行うため、条例の一部を改正しようとするもの。】

議案第13号   飯 田市中山間地域における地域振興住宅の運営に関する条例の一部を改正する
条例の制定について
【上久堅、龍江及び三穂にそれぞれ地域振興住宅を新たに設置するため、条例

の一部を改正しようとするもの。】

議案第14号   飯 田市空家等の適正な管理及び活用に関する条例の制定について
【空家等の適正な管理及び活用の促進並びに新たな空家の発生を予防するた

め、条例を制定しようとするもの。】

議案第15号   飯 田市障害者地域生活支援事業及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に
支援するための法律の施行に関する条例の一部を改正する条例の制定について
【障害者総合支援法の施行により、障害程度区分が障害支援区分に変更された
ことに伴い、条例の一部を改正しようとするもの。】

議案第16号   飯 田市保育所設置条例の一部を改正する条例の制定について

【平成27年4月 1日から上郷東保育園を経営移管することに伴い、条例の一部
を改正しようとするもの。】

議案第17号   飯 田市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について
【第6期介護保険事業計画期間における第 1号被保険者に係る保険料率の設定

等を行うため、条例の一部を改正しようとするもの。】

議案第18号   飯 田市福祉医療費給付金条例の一部を改正する条例の制定について
【障害者医療費給付対象者のうち児童に係る所得制限基準を廃止するため、条

例の一部を改正しようとするもの。】



議案第19号   飯 田市病院等料金条例の一部を改正する条例の制定について
【薬事法の改正に伴い、ラ1用する規定を改正するため、条例の一部を改正しよ
うとするもの。】

議案第20号   飯 田市営駐車場条例の一部を改正する条例の制定について
【法人の同一駐車場における10台以上の使用に係る使用料を新たに設けるた
め、条例の一部を改正しようとするもの。】

議案第21号   学 校給食共同調理場設置条例の一部を改正する条例の制定について
【竜峡共同調理場の移転に伴い位置を変更するため、条例の一部を改正しよう
とするもの9】

議案第22号   菱 田春草生誕地公園条例の制定について
【菱田春草の生家所在地に新たに菱田春草生誕地公園を設置するため、条例を

制定しようとするもの。】

議案第23号   辺 地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について
【平成27年度から平成31年度までを計画期間とする辺地に係る公共的施設の総

合整備計画を策定するため、議会の議決を求めるもの。】

議案第24号   松 川町との間において締結した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締
結することについて
【圏域内の戸籍に係る電子情報処理組織の事務について連携体制の強化を図る

ため、松川町との間に締結した定住自立図形成協定の内容に戸籍情報処理に係
る電算システム機器の共同利用の実施を加えようとするもの。】

議案第25号   高 森町との間において締結した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締
結することについて
【圏域内の戸籍に係る電子情報処理組織の事務について連携体制の強化を図る

ため、高森町との間に締結した定住自立圏形成協定の内容に戸籍情報処理に係
る電算システム機器の共同利用の実施を加えようとするものD】

議案第26号   阿 南町との間において締結した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締
結することについて
【圏域内の戸籍に係る電子情報処理組織の事務について連携体制の強化を図る

ため、阿南町との間に締結した定住自立圏形成協定の内容に戸籍情報処理に係
る電算システム機器の共同利用の実施を加えようとするもの。】

議案第27号   阿 智村との間において締結した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締
結することについて
【圏域内の戸籍に係る電子情報処理組織の事務について連携体制の強化を図る

ため、阿智村との間に締結した定住自立図形成協定の内容に戸籍情報処理に係
る電算システム機器の共同利用の実施を加えようとするもの。】

議案第28号   平 谷村との間において締結した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締
結することについて
【圏域内の戸籍に係る電子情報処理組織の事務について連携体制の強化を図る

ため、平谷村との間に締結した定住自立圏形成協定の内容に戸籍情報処理に係
る電算システム機器の共同利用の実施を加えようとするもの。】

議案第29号   根 羽村との間において締結した定住自立圏形成協定の 一部を変更する協定を締
結することについて
【圏域内の戸籍に係る電子情報処理組織の事務について連携体制の強化を図る

ため、根羽村との間に締結した定住自立圏形成協定の内容に戸籍情報処理に係
る電算システム機器の共同利用の実施を加えようとするもの。】



議案第30号   下 llk村との間において締結した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を柿
結することについて
【圏域内の戸籍に係る電子情報処理組織の事務について連携体制の強化を図る

ため、 ドllk村との間に締結した定住自立圏形成協定の内容に戸籍情報処理に係
る電算システム機器の共同利用の実施を加えようとするもの。】

議案第31号   売 木村との間において締結した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締
結することについて
【圏域内の戸籍に係る電子情報処理組織の事務について連携体制の強化を図る

ため、売木村との間に締結した定住自立圏形成協定の内容に戸籍情報処理に係
る電算システム機器の共同利用の実施を加えようとするもの。】

議案第32号   天 龍村との間において締結した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締
結することについて
【圏域内の戸籍に係る電子情報処理組織の事務について連携体制の強化を図る

ため、天龍村との間に締結した定住自立圏形成協定の内容に戸籍情報処理に係
る電算システム機器の共同利用の実施を加えようとするもの。】

議案第33号   泰 阜村との間において締結した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締
結することについて
【圏域内の戸籍に係る電子情報処理組織の事務について連携体制の強化を図る

ため、泰阜村との間に締結した定住自立圏形成協定の内容に戸籍情報処理に係
る電算システム機器の共同利用の実施を加えようとするもの。】

議案第34号   喬 木村との間において締結した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締
結することについて
【圏域内の戸籍に係る電子情報処理組織の事務について連携体制の強化を図る

ため、喬木村との間に締結した定住自立圏形成協定の内容に戸籍情報処理に係
る電算システム機器の共同利用の実施を加えようとするもの。】

議案第35号   豊 丘村との間において締結した定住自立国形成協定の一部を変更する協定を締
結することについて
【圏域内の戸籍に係る電子情報処理組織の事務について連携体制の強化を図る

ため、豊丘村との間に締結した定住自立圏形成協定の内容に戸籍情報処理に係
る電算システム機器の共同利用の実施を加えようとするもの。】

議案第36号   大 鹿村との間において締結した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締
結することについて
【圏域内の戸籍に係る電子情報処理組織の事務にちいて連携体制の強化を図る

ため、大鹿村との間に締結した定住自立圏形成協定の内容に戸籍情報処理に係
る電算システム機器の共同利用の実施を加えようとするもの。】

議案第37号   戸 籍に係る電子情報処理組織の事務の委託について
【下伊那郡13町村と地方自治法第252条の14第1項の規定により戸籍に係る電子

情報処理組織の事務の委託を行うため、同意を求めるもの。】

議案第38号   公 の施設の指定管理者の指定について (飯田市保健休養施設)
【飯田観光協会を飯田市保健休養施設の指定管理者として、平成27年4月 1日

から平成30年3月31日までの間、指定したいとするもの。】

議案第39号   公 の施設の指定管理者の指定について (飯田市天龍峡温泉交流館)
【株式会社農耕百花を飯田市天龍峡温泉交流館の指定管理者として、平成27年
4月 1日から平成30年3月31日までの間、指定したいとするもの。】

議案第40号   公 の施設の指定管理者の指定について (飯田市南信濃観光施設等)
【一般財団法人南信濃振興公社ほか7団体を飯田市南信濃の10施設の指定管理

者として、平成27年4月 1日から平成32年3月31日までの間、指定したいとす
るもの。】

議案第41号   公 の施設の指定管理者の指定について (飯田市南信濃陶芸館)
【一般財団法人南信濃振興公社を飯田市南信濃陶芸館の指定管理者として、平

成27年4月 1日から平成32年3月31日までの間、指定したいとするもの。】

議案第42号   公 の施設の指定管理者の指定について (飯田市特産物加工施設)
【青崩会を南信濃人重河内特産物加工施設の指定管理者として、平成27年4月  ″
1日から平成32年3月31日までの間、指定したいとするもの。】



議突第43け   損 害賠償の額を定めることについて
【平成26年4月 3日に発生した市道の管理暇庇よる物的損害に係る賠償額を

329,975円と定めたいとするもの。】

議案第44号   市 道路線の認定について
【1日飯田測候所の活用に係る周辺整備による路線の認定 1路 線】

議案第45号   市 道路線の廃止について
【道路台帳の整備に係る見直しによる路線の廃止 3路 線】

議案第46号   市 道路線の変更について
【道路台帳の整備に係る見直しによる路線の変更 6路 線】

議案第47号   公 の施設の指定管理者の指定について (飯田市立動物園)
【環境文化教育機構株式会社を飯田市立動物園の指定管理者として、平成27年
4月 1日から平成32年3月31日までの間、指定したいとするもの。】

議案第48号   公 の施設の指定管理者の指定について (平成記念飯田子どもの森公園)
【環境文化教育機構株式会社を平成記念飯田子どもの森公園の指定管理者とし

て、平成27年4月 1日から平成32年3月31日までの間、指定したいとするも
の。】

議案第49号   工 事請負契約の一部変更について (竜峡共同調理場建築本体工事)
【竜峡共同調理場建築本体工事の内容の変更により契約金額を増額したいとす
るもの。変更前237,600,000円 変 更後2481626,800円】

議案第50号   工 事請負契約の一部変更について (竜峡共同調理場機械設備工事)
【竜峡共同調理場建設事業機械設備工事の内容の変更により契約金額を増額し

たいとするもの。変更前323,352,000円 変 更後328,752,000円】

議案第51号   公 の施設の指定管理者の指定について (飯田市営市民プール及び飯田運動公園
プール)
【株式会社フクシ ・エンタープライズを飯田市営市民プール及び飯田運動公園

プールの指定管理者として、平成27年4月 1日から平成30年3月31日までの
間、指定したいとするもの。】

議案第52号   公 の施設の指定管理者の指定について (飯田市人形浄瑠璃施設)
【今回人形の館運営委員会を飯田市今回人形の館の指定管理者として、及び黒

田人形保存会を飯田市黒田人形浄昭璃伝承館の指定管理者として、平成27年4
月 1日から平成32年3月31日までの間、指定したいとするもの。】

議案第53号   平 成26年度飯田市一般会計補正予算 (第7号)案
【歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ192,204千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ48,052,762千円とする。】

議案第54号   平 成26年度飯田市一般会計補正予算 (第8号 )案
【歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ562,553千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ48,615,315千円とする。】

議案第55号   平 成26年度飯田市国民健康保険特別会計補正予算 (第5号)案
【事業勘定の歳入歳出予算の組替えのため、補正を行いたいとするもの。】

議案第56号   平 成26年度飯田市後期高齢者医療特別会計補正予算 (第1号)案
【歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ13,866千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ1,249,966千円とする。】



議案第57号   平 成26年度飯田市介護保険特別会計補正予算 (第2号)案
【歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ114,552千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ10,497,714千円とする。】

議案第58号   平 成26年度飯田市駐車場事業特別会計補正予算 (第1号)案
【歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1,284千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ74,484千円とする。】

議案第59号   平 成26年度飯田市簡易水道事業特別会計補正予算 (第1号)案
【歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ9,173千円を減額し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ136,727千円とする。】

議案第60号   平 成26年度飯田市下水道事業特別会計補正予算 (第3号 )案
【歳入歳出予算の組替えのため、補正を行いたいとするもの。】

議案第61号   平 成26年度飯田市ケーブルテレビ放送事業特別会計補正予算 (第2号 )案
【歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ12,504千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ149,834千円とする。】

議案第62号   平 成26年度飯田市病院事業会計補正予算 (第3号 )案
【収益的支出の予定額に67,317千円を追加し、資本的収入の予定額から115,000

千円、資本的支出の予定額から39,855千円をそれぞれ減額する。】

議案第63号   平 成26年度飯田市水道事業会計補正予算 (第2号 )案
【収益的支出の予定額に234,900千円を追加し、資本的収入の予定額から70,000

千円、資本的支出の予定額から60,000千円をそれぞれ減額する。】

議案第64号   平 成26年度飯田市各財産区会計補正予算 (第1号)案
【歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ9,483千円を減額し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ38,631千円とする。】

議案第65号   平 成27年度飯田市一般会計予算 (案)
【予算総額43,460,000千円】

議案第66号   平 成27年度飯田市国民健康保険特別会計予算 (案)
【事業勘定予算総額11,326,900千円 直 営診療施設勘定予算総額4,600千円】

議案第67号   平 成27年度飯田市後期高齢者医療特別会計予算 (案)
【予算総額1,238,000千円】

議案第68号   平 成27年度飯田市介護保険特別会計予算 (案)
【予算総額10,498,400千円】

議案第69号   平 成27年度飯田市地方卸売市場事業特別会計予算 (案)
【予算総額15,000千円】

議案第70号   平 成27年度飯田市駐車場事業特別会計予算 (案)
【予算総額69,700千円】

議案第71号   平 成27年度飯田市墓地事業特別会計予算 (案)
【予算総額15,500千円】

議案第72号   平 成27年度飯田市簡易水道事業特別会計予算 (案)
【予算総額141,900千円】

議案第73号   平 成27年度飯田市下水道事業特別会計予算 (案)
【予算総額4,343,900千円】



議案第74号

議案第75号

議案第76号

議案第77号

議案第78号

平成27年度飯田市介護老人保健施設事業特別会計予算 (案)
【予算総額682,400千「i】

平成27年度飯田市ケーブルテレビ放送事業特別会計予算 (案)
【予算総額129,800千円】

平成27年度飯田市病院事業会計予算 (案)
【収益的収入12,316,000千円 収 益的支出12,510,000千円
資本的収入1,095,439千円 資 本的支出2,040,184千円】

平成27年度飯田市水道事業会計予算 (案)
【収益的収入2,131,400千円 収 益的支出1,983,700千円
資本的収入248,500千円 資 本的支出1,025,500千円】

平成27年度飯田市各財産区会計予算 (案)
【予算総額42,403千円】



平成27年2月18日

飯田市総務部財政課

1補 正額   1億 9,220万4千円
2主 な内容
・生活支援商品券事業補助金
・地域消費喚起商品券事業補助金
・子育て支援商品券事業補助金
・ふるさと旅行券事業補助金

◎平成26年度一般会計補正予算(第7号 )案について

7 , 3 6 0万円
7 , 0 0 0万円

2 , 4 6 0万4千円
2,400万IJ

∞

( 入

訣 補 正 前 の額 柄  止  額 補 止 徴 の 主 な 内 容

o9地 方交付税 11,427,054 21,204 11,448,258 特別交付税

13国 庫支出金 5,244,829 171,000 5,415,829 地域住民生活等緊急支援のための交付金

蔵 入 合 計 47,860,558 1921204 15,UDZ,rOZ

単位 :千円

款 補正前の額 補 正 額

補 止 予 算 徹 の 財 掠 内 訳

補 正 額 の 主 な 内 容`符 肝 R 不 沢 一 般 財 源
田 県文 出金 地 方  信 そ の 他

03民 生費 14,095,230 98,204 14,193,434 77,000 21,204
生活支援商品券事業補助金 73,600

子育て支援商品券事業補助金 24,604

07商 工費 2,556,599 94,000 2,650,599 94,00C
地域消費喚起商品券事業補助金 70,000
ふるさと旅行券事業補助金 24,000

歳 出 合 計 471860,558 192.204 48,052,762 171,00C 21 20屯



平成27年2月18日

飯田市総務部財政課

平成26年度一般会計歳入歳出補正予算事項別明細書(第8号)

1補 正額    5億 6,255万3千円
2主 な内容

(1)国補正予算に対応して平成27年度当初予算から前倒した事業(1億5,356万4千円)
。新産業クラスター事業 i4,000万円 ・リエア駅周辺整備基本計画策定:2,923万5千円 ・事業創生人材育成事業 il,200万円
・戦略的な地域づくりをめざす計画策定事業 11,000万円 ・サイエンスパーク構想推進事業11,000万円
・シティプロモーション推進事業 i5,171千円

(2)その他
・総合支援給付事業 (生活介護給付・就労継続支援ほか):1億4,186万1千円
・民間保育所運営費負担金 :2,544万1千円
。障害児通所支援費 :1,800万円
。消防団員退職報償金 tl,306万9千円
。6次産業化ネットワーク活動交付金 :△1億7,230万3千円
。社会資本整備総合交付金事業 (活力創出基盤整備 ・市街地整備):△9,336万7千円
。人件費 (給与、期末手当、退職手当等):4億5,802万3千円

Φ
総

秋 補正前の額 補 正 額 計 補 正 額 の 主 な 内 容

o9地 方交付税 11,448,258 374,519 11,822,777 普通交付税 164,921、特別交付税 209,598

13国 庫支出金 5,415、829 211,229 5,627,058

地域住民生活等緊急支援のための交付金 134,909
がんばる地域交付金 57,314、障害者 自立支援給付費負担金 55,000

社会資本整備総合交付金 (市街地整備)△ 35,715

14県 支出金 2、930,52[ △ 105,620 2,824,905
6次産業化ネットワーク活動交付金 △172 , 3 0 3、障害者自立支援給付貸負担金 27, 5 0 0
後期高齢者医療保険基盤安定事業負担金 10, 3 9 9、保険基盤安定負担金 9,9 7 8

15財 産収入 180,57[ 64,276 244,851 土地売払収入 (環境課)46,587、建物売払収入 (環境課)5,448、庁舎建設基金利子 5,582

16寄 附金 32,118 6,185 38,303 文化財保護寄附金 5,241、社会福祉施設整備基金寄附金 684

17繰 入金 1,347,374 879 1,348,253 ふるさと基金繰入金

19諮収入 2,382,26C 60,985 2,443,251 県市町村振興協会市町村交付金 42,235、消防団員等退職報償金 13,468

20市 債 6,816,50C △ 49,900 6,766,600
臨時財政対策債 45 , 9 0 0、合併特例事業債 (道路新設改良事業債)△ 43 , 4 0 0
上水道事業債 (一般会計出資債)△ 35 , 0 0 0、合併特例事業債 (公園事業債)△ 9, 3 0 0

歳 入 合 計 48,052,762 562,553 48,615,315



〇

総 括 (歳 単位 !千円

款 補正前の額 補 正 額

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補 正 額 の 主 な 内 容特 定 財 源 一 般 財 源
国県支 出金 地 方 債 そ の 他

01議 会費 290,383 2,463 292,846 60 2,403 事務局職員人件費 2,403、議場装飾品制作業務 60

02総 務費 6,345,015 398,896 6,743,911 65,06[ 3,280 330,551

地方版総合戦略策定 10,000、サイエンスパーク構想 10,000

事業創生人材育成事業 12,000
シティープロモーション推進事業 5,171

リニア駅周辺整備 29,235、リエア調査事業 △31,000

職員人件費 334,751(うち退職手当 244,197)

03民 生費 14,193,434 235,334 14,428,768 132,578 △ 4,800 1,551 106,005
総合支援介護給付 86,861、総合支援訓練等給付 55,000
民間保育所運営費負担金 25,441、障害児通所支援 18,000

結婚支援 7,448、職員人件費 14,907

04衛 生費 5,293,730 3,405 5,297,135 24,50C △ 35,000 100 13,805

水道事業会計出資金 △35,000

国民健康保険事業勘定繰出金 18,043

不妊治療費助成 9,000、職員人件費 5,312

05労 491費 272‐400 10,479 282,879 1,000 9,479
職員人件費 9, 4 7 9

雇用対策事業 1, 0 0 0

06農 林水産業費 1,920,237 △ 153,80C 1,766,428 △ 155,431 1,622

6次産業化ネノトワーク活動交付金 △17 2 , 3 0 3

新規就農総合支援事業補助金 13 , 8 8 6

農業担い手誘致事業 58 1

07商 工費 2,650,599 48,430 2,699,029 44,504 3,926
新産業クラスター事業 40 , 0 0 0

観光誘客宣伝事業 4, 5 0 4、職員人件貸 3, 2 6 7

08土 木費 5,012,009 △ 74,778 4,987,231 △ 47,114 △ 56,00C 28,336

社会資本整備総合交付金事業
(活力創出基盤整備 3,000、市街地整備 △96,367)

災害危険住宅移転事業補助金 △4,998
職員人件替 311896

09消 防費 1,271,640 13,069 1,284,709 13,468 △ 399 消防団員退職報償金

10教 育費 5,206,019 60,868 5,266,887 △ 550 1,400 60,018
職員人件費 56, 0 0 8、図書館公用卓購入 1,3 0 0

埋蔵文化財調査事業 (県)△ 1,3 5 0

13諸 支出金 300,100 18,196 318,296 18,196

庁舎建設基金利子積立金 5,5 8 2

ふるさと基金新規積立金 5,2 4 1

公共施設等整備基金利子積立金 2,8 1 3

歳 出 合 計 48,052,762 562.553 48,615,315 64,552 △ 95,80C 38,055 5551746



平成27年飯田市議会第 1回 定例会
議案一覧表

2月 25日上程分

◎ 報 告議案 (3件 )

報告第 1号 専決処分の報告について (損害賠償の額を定めることについて)

報告第 2号 専決処分の報告について (損害賠償の額を定めることについて)

報告第 3号 専決処分の報告について (損害賠償の額を定めることについて)

◎ 即 決議案 (9件 )

議案第 1号 監査委員の選任について

議案第 2号 固定資産評価審査委員会の委員の選任について

議案第 3号 飯田市南部財産区管理委員の選任について

議案第 4号 飯田市中央財産区管理委員の選任について

議案第 5号 飯田市長野原財産区管理委員の選任について

議案第 6号 飯田市時又財産区管理委員の選任について

議案第 7号 飯田市桐林財産区管理委員の選任について

議案第 8号 飯田市駄科財産区管理委員の選任について

議案第 9号 飯田市山本区財産区管理委員の選任について



◎ 定 住自立圏形成協定関連議案 (14件)

議案第24号
松川町との間において締結 した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締結する
ことについて

議案第25号
高森町との間において締結した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締結する
ことについて

議案第26号
阿南町との間において締結した定住自立圏形成協定の 一部を変更する協定を締結する
ことについて

議案第27移
阿智村との間において締結 した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締結する
ことについて

議案第28号
平谷村との間において締結した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締結する
ことについて

議案第29号
根羽村との間において締結 した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締結する
ことについて

議案第30号
下條村との間において締結 した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締結する
ことについて

議案第31号 売木村との間において締結した定住自立圏形成協定の 一部を変更する協定を締結する
ことについて

議案第32号
天龍村 との間において締結 した定住 自立圏形成協定の 一

部を変更する協定を締結する
ことについて

議案第33号
泰阜村との間において締結した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締結する
ことについて

議案第34号 喬木村との間において締結した定住自立圏形成協定の一部を変更する協定を締結する
ことについて

議案第35号
豊丘村 との間において締結 した定住 自立圏形成協定の一

部を変更する協定を締結する
ことについて

議案第36号
大鹿村 との間において締結 した定住 自立圏形成協定の一部を変更する協定を締結する
ことについて

議案第37号 戸籍に係る電子情報処理組織の事務の委託について

つ
た



平成27年飯田市議会第 1回定例会
付託議案一覧表

2月 25日上程分

【分割付託分】

◎ 分 割付託議案 (3件 )

議案第53号 平成26年度飯田市一般会計補正予算 (第7号 )案

議案第54号 平成26年度飯田市一般会計補正予算 (第8号 )案

議案第65号 平成27年度飯田市一般会計予算 (案)

【一括付託分】

◎ 総 務委員会付託議案 (12件)

議案第10号
地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴 う関係条
例の整理に関する条例の制定について

議案第11号 飯田市恩給条例等を廃止する条例の制定について

議案第12号 飯田市手数料条例の一
部を改正する条例の制定について

議案第13号
飯田市中山問地域における地域振興住宅の運営に関する条例の一

部を改正する条例の

制定について

議案第14号 飯田市空家等の適正な管理及び活用に関する条例の制定について

議案第20号 飯田市営駐車場条例の一部を改正する条例の制定について

議案第23号 辺地に係る公共的施設の総合整備計画の策定について

議案第58号 平成26年度飯田市駐車場事業特別会計補正予算 (第1号 )案

議案第61号 平成26年度飯田市ケーブルテレビ放送事業特別会計補正予算 (第2号 )案

議案第70号 平成27年度飯田市駐車場事業特別会計予算 (案)

議案第71号 平成27年度飯田市墓地事業特別会計予算 (案)

議案第75号 平成27年度飯田市ケーブルテレビ放送事業特別会計予算 (案)

3



◎ 社 会文教委員会付託議案 (20イ牛)

議案第15号
飯田市障害者地域生活支援事業及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律の施行に関する条例の一部を改正する条例の制定について

議案第16号 飯田市保育所設置条例の一部を改正する条例の制定について

議案第17号 飯田市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について

議案第18号 飯田市福祉医療費給付金条例の一部を改正する条例の制定について

議案第19号 飯田市病院等料金条例の一部を改正する条例の制定について

議案第21号 学校給食共同調理場設置条例の一部を改正する条例の制定について

議案第22号 菱田春草生誕地公園条例の制定について

議案第49号 工事請負契約の一
部変更について (竜峡共同調理場建築本体工事)

議案第50号 工事請負契約の一部変更について (竜峡共同調理場機械設備工事)

議案第51号
公の施設の指定管理者の指定について (飯田市営市民プール及び飯田運動公園プー

ル)

議案第52号 公の施設の指定管理者の指定について (飯田市人形浄昭璃施設)

議案第55号 平成26年度飯田市国民健康保険特別会計補正予算 (第5号 )案

議案第56号 平成26年度飯田市後期高齢者医療特別会計補正予算 (第1号 )案

議案第57号 平成26年度飯田市介護保険特別会計補正予算 (第2号 )案

議案第62号 平成26年度飯田市病院事業会計補正予算 (第3号 )案

議案第66号 平成27年度飯田市国民健康保険特別会計予算 (案)

議案第67号 平成27年度飯田市後期高齢者医療特別会計予算 (案)

議案第68号 平成27年度飯田市介護保険特別会計予算 (案)

議案第74号 平成27年度飯田市介護老人保健施設事業特別会計予算 (案)

議案第76号 平成27年度飯田市病院事業会計予算 (案)

4‐



◎ 産 業建設委員会付託議案 (20件)

議案第38号 公の施設の指定管理者の指定について (飯田市保健休養施設)

議案第39号 公の施設の指定管理者の指定について (飯田市天龍峡温泉交流館)

議案第40号 公の施設の指定管理者の指定について (飯田市南信濃観光施設等)

議案第41号 公の施設の指定管理者の指定について (飯田市南信濃陶芸館)

議案第42号 公の施設の指定管理者の指定について (飯田市特産物加工施設)

議案第43号 損害賠償の額を定めることについて

議案第44号 市道路線の認定について

議案第45号 市道路線の廃止について

議案第46号 市道路線の変更について

議案第47号 公の施設の指定管理者の指定について (飯田市立動物園)

議案第48号 公の施設の指定管理者の指定について (平成記念飯田子どもの森公園)

議案第59号 平成26年度飯田市簡易水道事業特別会計補正予算 (第1号 )案

議案第60号 平成26年度飯田市下水道事業特別会計補正予算 (第3号 )案

議案第63号 平成26年度飯田市水道事業会計補正予算 (第2号 )案

議案第64号 平成26年度飯田市各財産区会計補正予算 (第1号 )案

議案第69号 平成27年度飯田市地方卸売市場事業特別会計予算 (案)

議案第72号 平成27年度飯田市簡易水道事業特別会計予算 (案)

議案第73号 平成27年度飯田市下水道事業特別会計予算 (案)

議案第77号 平成27年度飯田市水道事業会計予算 (案)

議案第78号 平成27年度飯田市各財産区会計予算 (案)
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議案第53号 平 成26年度飯田市一般会計補正予算 (第7号 )案
付 託 表

【総務委員会】
1

|ヽミ卓ヽさヽ:iヽヽヽミi こヽミ繋蓋慈巡 群軽謎:襲葉 革ミ盛i 議業藁

9 地 方交付税 1 地 方交付税 1 地 方交付税         8

3 国 庫支出金 2 国 庫補助金 2 総 務費国庫補助金    1 8

2歳 出

なし

【社会文教委員会】
1歳 入

なし

3繰 越明許費関係分

【産 業 建 設 委 員 会 】

1歳 入

なし

3繰 越明許費関係分

6

2

さヽせヽヽヽヽ キ:キヽiヽヽヽヽ い

慈諜葦華釜ミ 襲
i IヽFi “醸 一ヽ一↓↓一一一一一一一

轟襲叢

3 民 生費
1 社 会福祉費 1 社 会福祉総務費      10

2 児 童福祉費 1 児 童福祉総務費      10

2
紙 苺ヽ

i 章求やヽ S慈ン灘韻韻i i軸輩革革ぷ:
！一一一一一一一一一ヽ
】一一一一一一一十|

1 1
|

商工費7 商 工費
1 商 工総務費 10

4 観 光費 10



議案第54号 平 成26年度飯田市一般会計補正予算 (第8号 )案
付 託 表

【総務委員会】

繰越明許費関係分

地方債補正

３

４

1

韻
一

ヽ
一一ヽ
十一一ｉ一̈一

慕釜饗華 一菫 盛ぷ
料
革
ヽ

卜一一
ヽ
一̈■ 韻覇

9 地 方交付税 1 地 方交付税 1 地 方交付税 ９

，

3 国 庫支出金 2 国 庫補助金 2 総 務費国庫補助金 ９

，

5 財 産収入
1 財 産運用収入 3 基 金運用収入 16

2 財 産売払収入 1 不 動産売払収入 18

6 寄 附金 1 寄 附金 4 衛 生費寄附金 18

7 繰 入金 2 基金繰入金 1 基金繰入金 20

9 諸 収入 5 雑 入 1 雑 入 20

20 市 債 1 市 債

3 民 生債 20

4 衛 生債 20

8 土 木債 20

16 臨 時財政対策債 ワ

リ

ワ

々

７
ｒ



議案第54号 平 成26年度飯田市一般会計補正予算 (第8号 )案
付 託 表

【社会文教委員会】
1

繋業部ヽ 慈i韻| 選ヽ

十

13 国 庫支出金
1 国 庫負担金

3 民 生費国庫負担金 つ
乙

4 衛 生費国庫負担金 ワ

０

2 国 庫補助金 10 教 育費国庫補助金 14

14 県 支出金
1 県 負担金

3 民 生費県負担金 14

4 衛 生費県負担金 14

3 委 託金 10 教 育費委託金 16

16 寄 附金 1 寄 附金
3 民 生費寄附金 18

10 教 育費寄附金 18

19 諸 収入 4 受 託事業収入
3 民 生費受託事業収入 20

10 教 育費受託事業収入 20

2

:S:HR:
: : : : : iヽヽヽヽi Sヽ: ! : : : : : : : : : l i

華ミ諜導導導革 繋̈
一

邸ミヽぷ 苺革器革韻番難導議轟

民生費

社会福祉費

1 社 会福祉総務費 30

2 社 会援護費 ０
乙

９
０

3 障 害者福祉費 32

4 老 人福祉費 32

7 医 療費給付費
つ
０

2 児 童福祉費

4 発 達支援センター費
つ
Ｄ

5 民 間保育所費 ９
じ

9 障 害児支援費 34

3 生 活保護費
1 生 活保護費 34

2 福 祉企業センター費 36

4 衛 生費 1 保 健衛生費
1 保 健衛生総務費 38

2 母 子保健事業費 38

10 教 育費

1 教 育総務費 2 事 務局費 54

4 幼 稚園費 1 幼 稚園費 54

3 文 化財保護費 56

4 公 民館費 56

社会教育費

保健体育策

5 図 書館費 56

6 美 術博物館費 58

7 文 化会館脅

8 1正 史lllr l!rl

4 学 校キri食費

3繰 越明許費関係分

8



議案第54号 平 成26年度飯田市一般会計補正予算 (第8号 )案
付 託 表

【産業建設委員会】

9

一隷
一

頚ヽ
一

摩ヽ

一

iiヽiミヽキヽii

議案韻

13 国 庫支出金 2 国 庫補助金
4 衛 生費国庫補助金 ９

乙

8 土 木費国庫補助金 つ
乙

14 県 支出金 県補助金

4 衛 生費県補助金

6 農 林水産業費県補助金

8 土 木費県補助金

‐４

一

‐４

一

‐６

3繰 越明許費関係分



議案第65号 平 成27年度飯田市一般会計予算 (案)
付 託 表

【総務委員会】
1 歳入

款 項 臣|11 議1案買

1 市 税 14

2 地 方譲与税 20

3 利 子割交付金 20

4 配 当割交付金 20

5 株 式等譲渡所得割交付金 20

6 地 方消費税交付金 1  22

7 自 動車取得税交付金

8 地 方特例交付金

２２

一
２２

9 地 方交付税 つ
乙

つ
乙

10 交 通安全対策特別交付金 つ
乙

ワ
０

11 分 担金及び負担金 2 負 担金 2 総 務費負担金 24

12 使 用料及び手数料 1 使 用料 2 総 務費使用料 28

4 衛 生使用料 (環境課分) 28

2 手 数料 2 総 務手数料 ９
乙

つ
じ

4 衛 生手数料 つ
乙

つ
じ

3 証 紙収入 34

13 国 庫支出金 2 国 庫補助金 2 総 務費国庫補助金 40

9 消 防費国庫補助金 46

3 委 託金
2 総 務費委託金 48

3 民 生費委託金 (市民課分) 48

14 県 支出金 2 県 補助金 2 総 務費県補助金 ９
乙

Ｅ
Ｄ

4 衛 生費県補助金 (関係分)

9 消 防費県補助金

56

62

3 委 託金
2 総 務費委託金 ０

乙
食
Ｕ

3 民 生費委託金 (関係分) 64

15 財 産収入
1 財 産運用収入

1 財 産貸付収入 (関係分) 66

2 利 子及び配当金 66

3 基 金運用収入 66

2 財 産売払収入 1 不 動産売払収入 (関係分) 68

16 寄 附金 1 寄 附金 2 総 務費寄附金 68

17 繰 入金
1 財 産区繰入金 1 財 産区繰入金 (関係分) 68

2 基 金繰入金 1 基 金繰入金 68

18 繰 越金 1 繰 越金 1 繰 越金 70

19 諸 収入 1 延 滞金、加算金及び過料 1 延 滞金、加算金及び過料 70

2 市 預金利子 1 市 預金利子 70

5 雑 入 1 雑 入 (関係分)
つ
乙

ワ
‘

20 市 債 1 市 債 82

10



2歳 出

款 ！項 目 議1案1寅

1 議 会費 90

2 総 務費 管理課分除 く 1  94

3 民 生費
11  社

会福F■費
危機管理室分、男女共同参画課分及び市民
課分

166

得 :′卜 桂登
1 保 健衛生費    環 境課分、環境モデル都市推進課分    1256

2 清 掃費 つ
と

ｎ
フ

9 消 防費 i 424

12 公 債費 1  550

13 諸 支出金 1  550

14 予 備費 1  550

3債 務負担行為関係分

4地 方債

5-時 借入金、歳出予算の流用

||



議案第65号 平 成27年度飯田市一般会計予算 (案)
付 託 表

【社会文教委員会】
1 歳入

つ
乙

11 分 担金及び負担金  2 負 担金

12 使 用料及び手数料

国産負担金

13 国 庫支出金

14 県 支出金

3 民 生費負担金

4 衛 生費負担金

10 教 育費負担金

3 民 生使用料

4 衛 生使用料 (保健課分)

10 教育使用料

10 教育手数料

3 民 生費国庫負担金

4 衛 生費国庫負担金

3 民 生費国庫補助金

課分 )

10 教 育費国庫補助金

3 民 生費委託金 (福祉課分)

10 教 育費委託金

3 民 生費県負担金

4 衛 生費県負担金

3 民 生費県補助金

4 衛 生費県補助金 (保健課分)
10 教 育費県補助金
3

10 教 育費委託金

15 財 産収入 1 財 産貸付収入 (福祉課、学校教育課分)

16 寄 附金       1 寄 附金      110 教 育費寄附金 ６８

一
７〇

一
７２

一
７２

13期
金剤 蝦

19 諸 収入 13 民 生費受託事業収入
4 受 託事業収入

  に 0 教 育費受託事業収入

2 国 庫補助金

３

　

一　

１ 県負担金

2 県 補助金

財産運用収入

2

款 項
一目 議1案寅

3 民 生費

4 衛 生費

1 社 会福祉費
                    室 王量

2 児 童福祉費

3 生 活保護費

1 保 健衛生費   1保 健課分

166

200

238

256

教育総務費

小学校費

10 教 育費
中学校費

幼稚園費

b 社会教育費

6 保 健体育費

434

444

458

472

474

534

3債 務負担行為関係分



議案第65号 平 成27年度飯田市一般会計予算 (案)
付 託 表

【産業建設委員会】

11 分 担金及び負担金  1 分 担金

12 負 担金

4 衛 生費国庫補助金(経営管理課分)

13 国 庫支出金     2 国
庫補助金

3 委 託金

14 県 支出金

3 委 託金

15 財 産収入

17 繰 入金

3 貸 付金元利収入
19 諸 収入

6 農 林水産業費分担金

7 商 工費負担金
8 土 木費負担金

6 農 林水産業使用料
使用料

手数料
8 土 木手数料

７

一
８

商工使用料

土木使用料

２８

一
２８

農林水産業手数料

商工費国庫補助金 ワ
宝

９
０

8 土 木費国庫補助金
8 土 木費委託金

４

一
６

一
８

衛生費県補助金 (関係分)

農林水産業費県補助金

土木費県補助金

2 県 補助金

労働費委託金

6 農 林水産業費委託金 64

648 土 木費委託金
1 財 産貸付収入 (関係分)財産運用収入

財産売払収入 １

一
１

一
５

一
６

一
７

一
６

一
１

不動産売払収入 (管理課分)

財産区繰入金 (林務課分)

労働費貸付金元利収入

農林水産業費貸付金元利収入

商工費貸付金元利収入

農林水産業費受託事業収入

雑入 (関係 分 )

財産区繰入金

受託事業収入

2歳 出

款| 項| 目 議1案1頁

2 総 務費 管理課分 94

4 衛 生費 1 保 健衛生費 1経営管理課分 256

5 労 働費 300

6 農 林水産業費 306

7 商 工費 344

8 土 木費 378

11 災 害復旧費
1 農 林水産施設災害復旧費 548

2 公 共土木施設災害復旧費 548

3債 務負担行為関係分

13



会 期

平成27年飯田市議会第 1

自 平 成27年 2月 25日

至 平 成27年 3月 20日

回定例会

24日 間

表程

月 日 曜 日 日 程

2 25 水 開 会   平 成27年2月 25日 午 前10時

開 議

日程第 1 会 議成立宣言

日程第 2 会 期の決定

日程第 3 議 案説明者出席要請報告

日程第 4 会 議録署名議員指名

日程第 5 市 長挨拶 (施政所信表明)

日程第 6 定 期監査報告

日程第 7 委 員長報告
リエア推進特別委員会

日程第 8 報 告 (3件 )
報告第 1号 から報告第 3号 まで

日程第 9 議 案審議
(1)即 決議案 (9件 )

議案第 1号 から議案第 9号 まで
説明、質疑、討論及び採決

(2)定 住 自立図形成協定締結関連議案 (14件)
議案第24号から議案第37号まで
説明、質疑、討論及び採決

(3)委 員会付託議案 (55件)

議案第10号から議案第23号まで

及び議案第38号から議案第78号まで

説明、質疑及び委員会付託

議案第49号、議案第50号及び議案第53号

総務委員会   第 1委員会室

社会文教委員会 第 1委 員会室
産業建設委員会 第 1委 員会室

委員長報告、質疑、討論及び採決

(4)追 加議案 (あれば)
議案第一号から議会議案第一号まで
説明、質疑及び委員会付託

散 会

|



第2日 以降日程予定表

月 日 曜 日 日 程

2 26 木
一

般質問通告締 め切 り 午後 5時 まで

ワ

］ 金 市長ヘ ー
般質問通告 午後 3時 まで

ヽ̈̈導

一̈一

一一一豊

一̈一

一韻
一

3
一釜

一̈̈一

ヽ
一一一一一一̈一̈一

撃選i |ヽヽi::ヽ::ヽ:ii:ヽ| キヽi

2 月

3 火

4 水

5 木

議会運営委員会 午前 9時   第 1委 員会室

午前10時 開 議
日程第 1 会 議成立宣言
日程第 2 会 議録署名議員指名
日程第 3 -般 質問

延
△
ム

6 金

午前 9時  開 議
日程第 1 会 議成立宣言
日程第 2 会 議録署名議員指名
日程第 3 -般 質問
日程第 4 議 案審議 (追加議案あれば)

委員会付託議案 (あれば)
議案第一号から議案第一号まで

説明、質疑及び委員会付託
日程第 5 請 願、陳情上程

委員会付託

散
△
去

“描
≡
韻̈ iil=1ミやヽヽヽ1 lヽiキヽヽ=■キ十illキiiⅢ革|

革:キ革苺1車キ=革章Ⅲ子ⅢキⅢⅢ☆ |
tiii:ヽ二Iiiiヽ

！一一一一器

一，一一

一墨

¨

一一一̈一一一一一“一 iミ:::i::こ:iiilヽi
差華革ミミ釜革釜達準:革ヽ葉達釜軽ミS

9 月 総務委員会 午前 9時   第 1委員会室

10 火 社会文教委員会 午前 9時   第 1委 員会室

11 水 社会文教委員会 午前 9時   第 1委 員会室

９

白 木 産業建設委員会 午前 9時   第 1委 員会室

13 金 産業建設委員会 午前 9時   第 1委員会室
一準

一̈一

一登

一̈一

さi:::ii車モ革:::i
:ヽiキ:i::iヽキ::i::ヽ::ヽ||||lillll

避覇
一盛”

博
ぷ 革準準革苺→革革車車liミ無:

さ革業翌ミ革:韻導i

16 月
リニア推進特別委員会   午 前10時  第 1委員会室

委員会予備 日 (午後)

17 火

18 水

19 木

つ
乙



20

議会運営委員会 午前 9時   第 1委員会室

午前10時 開 議
日程第 1 会 議成立宣言
日程第 2 会 議録署名議員指名
日桂第 3 委 員長報告
日程第 4 議 案審議

(1)委 員会付託議案
委員長報告、質疑、討論、採決

(2)追 加議案 (あれば)
ア 委 員会付託議案

議案第一号から議案第一号まで
説明、質疑及び委員会付託
委員長報告、質疑、討論及び採決

イ 議 会議案
議会議案第一号から議会議案第一号まで
質疑、討論及び採決

日程第 5 請 願、陳情 上柱 (あれば)
委員会付託

日程第 6 所 管事務調査の報告

閉 会

3



平成27年第 2回 定例会会議日程 (案)

月 日 曜揮 雰 程 備:■考

5 26 火 告示 ・議運 (午前10時)

ワ
ー

９

匂 水 全協 (午前10時)/広 報広聴委員会/請願 ・陳情締切 り(午後 5時 まで)

28 木

29 金

801 主

，１，母

露

6 1 月

2 火 開会 (午前10時)

3 水
一

般質問通告締切 り (午後 5時 まで)

4 木
一般質問市長通告 (午後 3時 まで)

5 金

途 土

7 霞

8 月

9 火

10 水

木

９

匂 金 議運 (午前 9時 )
一

般質問 (午前10時)

どヽ 盤

！４

一
再

15 月
一般質問 (午前9時)

16 火

17 水

18 木 総務委員会 (午前10時)

19 金 社会文教委員会 (午前10時)

121CI 土

千
江

フ^
中 臣

９

々

９
０ 月 産業建設委員会 (午前10時)

つ
θ

９
匂 火 委員会予備 日

24 水 特別委員会 (午前10時)

25 木

26 金 議運 (午前 9時 )・ 閉会 (午前10時)



資料番号
品 6

4 月 5月 6月 7月 8 月 9月

日 曜 日 日程 日 日程 日 曜 日 日程 日 日程 日 日程 日 日程

1 水 1 金
代表者会・

告示議運
1 月 1 水 総務委管外視察 1 主 1 火 開会

木 保育園入園式 2 上 火 開会 木
総務委管外視察

県議長会
fa 2 水 通告メ

3 金 小中学校入学武 13 日 議盛去霊身封目 3 水 通告〆 3 金

村ぶ々 丹をモモ=グト付L夕☆

県議長会 月 3 木 市長通告

土 小中学校表報 本 好 乃宅ゴ",自 4 木 市長通告 上 4 火
行政評価集約/
フェスタ開幕

4 金

El 5 火 1子どものコ 5 金 1目 水
行政評価集約予

備
5 主

月
小中学校入学式

広報委
6 な 輸鴻期本国 6 土 6 月 広報委 木 6 1日

7 火
北信越議長会

t長岡)
7 木 7 一母 1圭移災毒

防災謝報
7 火 7 金 7 月

8 水
北信越議長会

(長岡)
8 金 8 月 8 水

重建委管外視察
！士 じんごん 8 火

9 木 9 土 9 火
県市長会・全国

市長会
9 木

産建委管外視察
目 9 水

中日議運/
一般質問

金 itl 目 水 全国市長会 金 月 木
一般質問

土 月 1 1 木 全国市長会 土 火 金

目
麟 黒譲
1議員韓学:

火 全協・臨時会 金
中国議運/
一般質問

B 水 主

月 水
臨時会

８

一
上 月 社文委管外視察 木 一母

火 14 木
北信越市長会

広域議運
B 火 社文委管外視察 金 月

総務
委員会

水
東海市議長会

(四日市)
金

】し信越市長念
議長挨拶廻 月

一般質問 水
社文委管外視察
全国市長会

主 火
社会文教
委員会

木

界 性 T l 頑 責 家

(四日市)県市長 数 路 韓 火
全国市議会議長

会(東京)
木 津 水

社会文教
委員会

金
伊那谷二市
局長会

！再 水
全国市議会議
長会(東京)

金 月 木
産業建設
委員会

土 月
総務委

管内視察
木 総務委員会 18 土 火 金

産業建設
委員会

露 火
社文委

管内視察
金 社会文教委員会 一Ｂ 水 土

月 水 管内視察 測 ！主 | を,9 1輝 藻の勢 木
県市長会
広域議運

郷 ほ

火 木 T O J IE 火 金 県市長会 月 1強効 臼

水 金
伊那谷三市連絡
協

月 産業建設委員会 水
行政評価
全常任委

!揚 立 ！文 霞長の体B

木 ！士 火 委員会予備 木 行政評価予備 ！郷 ！日 水 1歓分のコ

金 母 水 特別委員会 金
伊那谷二市議員

研修
月 代表者会 木 委員会予備

主 月
代表者会
広域全協

大 2 5 士 火 告示・議運 金 特別委員会

日 火 告示・議運 金
閉会日議運/閉
会(仮)県局長会

1日| 水 28 士

月 水
全協/

広報広聴委員会
堺 士 月 木

全協
全国都市監査

一タ 1匡

火 木 県市長会 ！泌 隠 火 金
広域全協

全国都市監査
月

一水 昭和つロ 金
東海都市監査総

会
月 議長記者会見 水 上 火 会

木 金

一
主 火 木

行評シート提出
〆

目 1亜)地潟買書防覚誠潮 水 議長記者会見

ヨ 金 月



1 0月 l l月 1 2月 1月 2月 3 月

日 曜 日 日程 日 曜 E 日程 日 曜 日 日程 日 層 F 日程 日 日程 日 層 E 日程

1 木 (仮)議会報告会 と 目 1 火 広域連合議会 1 ！金 1 月 l 火

2 金 (仮)議会報告会 2 月 2 水 2 土 火 2 水
中国議運/
一般質問

3 土 火 文化めね 3 木 務 自‐ 水 3 木
一般質問

資 日 4 水 t 金 4 月 4 木 4 金

5 月
広報委/(仮)議

会報告会
木

三遠南信サミット
(豊橋市)

5 土 5 火
断年挨拶廻/

広報委
5 金 県市長会 3‐！生

6 火 (仮)議会報告会 6 金 S 目 6 水 3 土 日

r 水 (仮)議会報告会 圭
(仮I議会‐1理事
者交流筆■|■| 月

中日議運/
代表質問

7 木
伊那谷三市連絡
協 7 座 7 月

総務
委員会

8 木
(仮)議会報告会
全国市長会

日 8 火
代表質問
一般質問

金 (仮)県局長会 8 月 火
社会文教
委員会

9 金 伊那谷三市職員 9 月 9 水 一般質問 主 9 火 9 水
社会文教
委員会

土
て板〉章津チ:子市議
|‐! | | ||||!||!| |‐:‐| |1轍 |||||||!|‐|||||||‐|||‐||!||

火 木
総務
委員会

日 水 木
産業建設
委員会

B 水 全国市長会 金帥葬
1 1 月 成人の言 米 建国:話念臼 1 1 金

産業建設
委員会

真 体葦0白 木
伊那谷二市議長
研修議運視察

土 火 金 土

火 金
伊那谷三市議長
研修議運視察

日 水 主 日

水 議運管外視察 主 月
産業建設
委員会

l J 木 (仮)県議長会 盟 屋 月 委員会予備

木
議運管外視秦
北信越市長会

g 火 委員会予備 金 (仮)県議長会 月 代表者会 火 特別委員会

金 北信越市長会 月 代表者会 水 特別委員会 士 火 告示・議運 水
小中学校
卒業式

土 火 告示・議運 1 7 木 露 水 17 木
小中学校
卒業式

摩 水
議長フォーラム(福

島市)
金

閉会日議運/閉
会

月 木 全協 金
閉会日議運/閉

会

月 木
議長フォーラム(福

島市)
韮 火 金 広域議運 13 ！圭

rr■中学校
1率業式|

火 金 県市長会 12tl B 水
(仮)飯伊議員研

修会
郷 一主 測 日

水
スコーライフサ
ミット(下呂市)

主 月 議長記者会見 木 1日 一月 春分のB

木
スローライフサ
ミット(下呂市)

！揚 ！日 火 金 月 火 議長記者会見

金
(仮)意那山トン

ネル議長会
舞 ！環 鍛努感戴め寝 ！放 天皇譲生相 簿 ！士 火 開会 水

生 火
県市長会
広域議運

木 IS24密 水 通告〆 木

電 水 全協 金 月 木 市長通告 金
保育園
卒園式

月 木 開会 囲 士 火 金 広域連合議会 閉 圭

火 金 通告〆 2,7 ‐ 目 水 l i,7生 堺 目
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平成 27年 2月 12

飯田市議会

議長 林  幸 次 様

議会運営委員会

委員長 清 水 可 晴 様

議会改革推進会議

委員長 永 井 一 英

代表質問 。一般質問におけるパネル使用について (中間答申)

平成 26年 10月 23日 に諮問いただいたこのことについて、下記のとお り答申しま

す。

記

1 諮 問事項

代表質問 。一般質問におけるパネル使用について

(1)使 用 目的について

議会は言論の府であることから、パネルの使用は、発言の内容について理事者

側の理解を深めることを目的とし、あくまでも説明の補助手段であるcそ の上で、

議場においては他の議員、傍聴者等に、また、テ レビ中継を見ている市民にも配

慮する。

(2)何 をもつて

文字、表、グラフ、写真などを用いたパネル。パネルの大きさ、数等には制限

を設ける。

なお、書籍等現物を表示することについては現行 どお りとする。

(3)パネル使用の認否

議長の許可を条件にパネルの使用を認める。

(4)パネル使用を認めた場合

① 掲 示にあたり補助者をつけることの可否

パネルを使用するに当たって、掲示に支障がある議員に限つて補助者を付け

ることを認める。

② 許 可とするか否か。またその手続きは

議長の許可を条件とする。議長の判断基準や手続は改めて検討する。

③ 関 連質問について、使用を認めるか、認めないか

口
万

日

ワ

Ｈ



関連質問の性質から認めない。

④その他事項(執行機関側に対する検討やケーブルテレビの放映方法)

これらについても改めて検討する。

2 最 終答申に向けて

上記答申事項のうち、アンダーラインを付した事項及び次の5項 目については、

議会改革推進会議において改めて検討し、まとまった時″点で最終答申を行う。

(1)パネルの作成について

(2)パネル使用の基準

(3)資料の配布について

(4)実施した後の検証時期

(5)会議録におけるパネルの取扱い

ワ
】

９
一



議会議案第 1号

飯 田市議会委員会条例の一
部 を改正す る条例の制定について

飯国市議会委員会条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。

平成27年3月  日 提出

飯田市議会議会運営委員会

豪 長 清 水 可 晴

言己

飯 田市議 会 委 員 会 条例 の一
部 を改正 す る条 例 (案)

飯田市議会委員会条例 (昭和44年飯田市条例第30号)の 一部を次のように改正する。

第21条中 「教育委員会の委員長」を 「教育委員会の教育長」に、「法令又は条例」を 「法律」

に改める。

附 則

(施行期日)

1 こ の条例は、平成27年4月 1日 から施行する。

(旧教育長が在職する場合の経過措置)

2 地 方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律 (平成26年法律第76号)附

則第 2条 第 1項 の規定により教育長がなお従前の例により在職する場合においては、改正後の

第21条の規定は適用せず、改正前の第21条の規定は、なおその効力を有する。




